



〜夏淑琴 vs 展転社ほか 2名・東京地裁平成 27 年 3 月 20 日執行判決〜
清 河 雅 孝











Ｂ 北京市中級人民法院の決定 (1991 年 5 月 28 日)
Ｃ 最高人民法院の司法解釈 (1995 年 6 月 26 日)
Ｄ 大連市中級人民法院の決定 (1994 年 11 月 5 日) (以上前号)
第二部 評釈 (以下本号)
1 民事訴訟法 118 条四号「相互の保証があること」の要件と本判
決
2 中国における日本判決の承認・執行に関する法令と司法解釈




産大法学 49巻 3 号 (2015. 11)
第二部 評釈
1 民事訴訟法 118 条四号「相互の保証があること」の要件と本判決
1−1 民事訴訟法 118 条四号の意味は、『国際関係法辞典 (第 2版)』三省

















































































































































































2−2 現在のところ、日本判決が中国人民法院で民事訴訟法 268 条 (現行
93(420)
266 条) にもとづいて承認された実例は、見当たらない。唯一の例外


























































































これは、資料 D・大連中院の決定がされた日が「1994 年 11 月 5




























































































































































しかし、法制日報 2007 年 12 月 5 日によると、本事件は、2000 年






































































































































1 本書籍の内容が中国の新聞で報道されたのは 2000 年で、原告が
南京市玄武区人民法院に訴えたのが 2000 年 11 月 27 日であるか
104 (409)
ら、損害賠償請求の訴訟時効 2 年の進行はこの日に中断し、南







2 被告展転社は、上記の訴えに対抗して 2005 年に東京地裁に原告
を被告として「債務不存在確認の訴え」を起こした。これに対
して夏淑琴は東京地裁に出廷して応訴したばかりか、2006 年 5
月には損害賠償請求を反訴請求した (注 (47) 参照)。この反訴
請求は、中国法における訴訟時効の中断事由である「履行請求」
に当たる。そして 2009 年 2 月 5 日に上告棄却で反訴請求判決が
確定するまで履行請求が継続したことになるので、最後の履行
請求は 2009 年 2 月 5 日となり、中国判決の執行時効はこの日か








効は中断する。従って原告が被告らに 2011 年 2 月 5 日の直前に
内容証明郵便などにより履行請求をしておけば、それだけで執










( 1 ) 相互の保証は、国際法上の“報復”retortionと同根で、自国判決に平等
待遇を与えない外国が下した判決に対して承認を拒否する法律制度であり、
ナショナリズムが先行し、当該訴訟に関与する人々の利益は無視される。秋
元佐一郎『国際民事訴訟法論』国書刊行会 1994 年 603 頁。石黒一憲『現代
国際私法(上)』東京大学出版会 1986 年 560 頁は「外国判決を承認すること
は当該外国の主権の行使を認めるものである、とする古い時期の観念の残
滓」「国家間の礼儀 comity」と説明する。
( 2 ) 大審判昭 8. 12. 5 (カリフォルニア州判決)・評論 23卷民訴 115 頁、東地
判昭 45. 10. 24 (ハワイ州判決)・判例時報 625 号 66 頁、菊井・村松『全訂
民事訴訟法〔Ⅰ〕』日本評論社 1978 年 672 頁、兼子一『民事訴訟法体系』酒
井書店 1967 年〔383〕。
( 3 ) 判決全文は、判例時報 1086 号 97 頁参照。コメントは、国際私法判例百選
(第 2 版) 229 頁の「参考文献」を参照。











(鈴木・三ケ月『注解・民事執行法』第一法規 1984 年) 418〜420 頁参照。
前掲・秋元佐一郎 604 頁以下は、Schutze IZPR150 頁を引用して相互保証の
規定がある国とない国を掲げる。
ドイツは日本判決を承認しない国としてリストアップされている
(Schutzeのリスト、前掲・秋元 604 頁による) にもかかわらず、名古屋地
裁 62. 2. 6 判決は、「財産上の判決」として西ドイツ判決について、相互保証




(下)』有斐閣 1995 年 567 頁以下)。
( 6 ) 最判昭 58 は「比較する場合、全体的、実質的に同等かどうかを判断する」
としたが、基準が曖昧で模糊としており、裁判官に過度の負担をかけると批
判されている。
最判昭 58 は、判決国 (アメリカ合衆国コロンビア特別行政区、以下 D. C
と略称) の外国判決の承認に関するいくつかの判例と日本との比較について
は原審の判示部分を引用した。引用した原審の判示部分は、次のとおりであ
る (加藤和夫『最高裁判所判例解説・昭和 58 年度〔16〕』法曹会 1988 年
234 頁)。
























“実際の運用”を重視して、判例 (資料 D) と有権解釈 (資料 C) を取り上
げ、これを決め手とした。
大高判平 15 の原審である堺支部判決は何ら具体的な法令比較をすること







( 7 ) 中国民事訴訟法 268 条 (現行 282 条)〔互恵原則〕が「相互の保証」の意
味であり、同条が「相互の保証あること」を要件にしていることは、中国学



































(10) ドイツ民事訴訟法 328 条②は「判決が非財産上の請求に関するものである
ときは、相互保証の要件を適用しない」と規定し、明文で身分判決には相互
保証を適用しない。
中国は、2015 年 1 月、司法解釈「民事訴訟法の適用上の解釈」(全 552
条) を制定し、その 544 条で「外国判決の承認・執行の要件」として、但し
書きで外国離婚判決には条約、互恵原則を適用しないと明文で規定した。最
高人民法院 2015. 1. 30《関于適用民事訴訟法的解釈》法釈[2015]号。




























(12) 桜田嘉章「判例評論」288 号 (判例時報 1061 号) 32 頁。反対、高桑昭
「民商法雑誌」90卷 1 号 101 頁は、自国民保護、自国法秩序維持の立場から、
四号解釈の緩和や本号の削除に反対する。
(13) 森川伸吾「外国判決承認・執行の要件としての裁判官の独立 (1)」法学論
叢 161卷 2 号 7 頁。










を目指すと」などと宣言しているから (同 13 条)、上記の疑問は当たらない。
高桑昭『国際民事訴訟・国際私法論集』東信堂 2011 年 167 頁は「(この要





年 5 月時点までに合計 52 件の“指導案例”を公表した)。最高人民法院
2010. 11. 26《関于案例指導工作規定》法發[2010]1 号。粟津「中国における
司法解釈と案例指導制度」JCAジャーナル 2011 年 12 月号 56 頁参照。
(16) 本間靖規ほか『国際民事手続法 (第 2版)』有斐閣 2012 年 195 頁。また蔡
秀卿「台湾における外国判決の承認及び執行の現状」産大法学 48 巻 3・4 号
(2015 年) 55 頁は「(大高判平 15) は、条約による相互の保証を要すると解
するうえ」と述べるがやはり誤読である。
(17) 前掲・李旺 320 頁。原文は〔従該判決我們可以得出这样的結論、即互恵関
系的判断標準是条約〕
(18) 1982 年に制定された民事訴訟法 (試行) 204 条は現行法 268 条と同文で、
〔根据国際条約、或按互恵原則進行審査〕と規定されており、この解釈とし
て標準テキストである江偉主編『中国民事訴訟法教程』中国人民大学出版社







(19) 前掲・李旺 320 頁では、戦前から相互保証の緩和説を唱えた江川英文「外




























中国応用法学研究所編『人民法院案例選』人民法院出版社 1996 年第 2 輯
126〜129 頁は資料 Dを掲載しながら、資料 Cにまったく言及していないの
は奇妙である (解説者は、応用法学研究所の楊洪淕)。前掲・李旺 320 頁は
資料 Dを引用してコメントするが、資料 Cについての言及はない。もっと
111(402)
も前掲・王慧《法律依拠》と注 (31) の林一飛はいずれも資料 C を引用す
るが、その出典を示していない。










大全』中国検察出版社 1990 年 6 月 (1993 年増補版は、巻末に英文タイトル
が付いている) は、早い時期に公刊されたこの種の大型単行本で、日本の研




学論集 62卷 (2011 年) [119]。現在では、最高人民法院のホームページで
司法解釈が閲覧できるので大変便利である。
(22) ｢現代アジア法研究会」は、1988 年に結成され、現代中国の民商法をグ
ループで研究している。沿革、活動については、産大法学 47 巻 3. 4 号 426
頁。
(23) 筆者 (粟津)「日本の判決が、中国の人民法院で承認されなかった事件」















理由で訴えが却下されたという。そこで筆者は、資料 C の中文と日文 (朝
日中央総合法律事務所監訳『中国法令解釈集・渉外編』朝日中央出版社





を得てすぐさま国際商事法務 2003 年 10 月号 1425 頁に発表した。反響は大







うものであった。和解条項で定められた支払金は被告 (女) が原告 (男) か
ら直接受け取るのではなく、原告 (男) が日本の旧家事審判法 15 条の 7、










交付されるので (婚姻法 31 条)、外国における「協議離婚証明書」の類を
もってしても離婚の登記ができない。























































(31) 大高判平 15 と本判決は、この日付けを単なるミスプリントであるとした。
ミスプリント説に依れば、この司法解釈は正しくは「1994 年 6 月 26 日
[1994]民他字第 17 号復函」になる。大高判平 15 は、何のコメントもせずに




司法解釈の制定日が 1995 年 6 月 26 日であることは、その後の公刊物です
べてこの日付をもって引用していることからも裏付けられる。すなわち、前
掲『司法解釈全集 (三)』1629 頁、『経済審判司法解釈及相関案例第二輯』
人民法院出版社 1999 年 437 頁など権威ある刊行物はすべて“1995 年 6 月 26
日[1995]17 号”としており、さらに林一飛『国際私法與訴訟仲裁実務』対






最初の手続規定は、最高人民法院 1997 年 6 月 23 日《関于司法解釈工作的
若干規定》法發 15 号 (全 17 条)。その後 2007 年に大改正され精密になった。
新旧の全訳とコメントは、前掲・粟津「産大法学」139 頁、粟津「中国にお
ける司法解釈と案例指導制度」JCAジャーナル 2011 年 12 月号 56 頁。
北村賢哲は、大高判平 15 の評釈で「中華人民共和国との相互保証」ジェ




























(36) 産経新聞 2015 年 3 月 21 日。南京判決については、読売新聞 2006 年 8 月
















について、中野貞一郎『民事執行法 (上)』青林書院新社 1983 年 166 頁、菊






い」とし、神前禎ほか『国際私法 (第 3版)』有斐閣 2013 年 288 頁は「我が
国の裁判所と比肩できる (程度の) 同質性が実質的にそなわっていること」
と述べる。
(39) 前掲・森川伸吾 17 頁、注 (77)。
(40) 中西康「マスメディアによる名誉棄損」(『新裁判実務大系 (3)・国際民事













例えば、2011 年 11 月、北京市の各基層人民法院に渉外商事民事法廷を設





(44) 原告が南京市で提訴した当時は、不法行為法 (2009 年 12 月) はまだ制定
されていなかったが、民法通則 120、名誉棄損案件に関する司法解釈 (最高
人民法院 1993. 8. 7《関于審理名誉権案件若干問題的解答》法發[1993]15 号)、
慰謝料案件に関する司法解釈 (最高人民法院 2001. 3. 8《関于確定民事侵権
精神損害賠償責任若干問題的解釈》法釈[2001]7 号法發[1993]15 号) が適用
117(396)
される。
(45) 司法部・最高人民法院・外交部 1992. 9. 19《関于執行海牙送達公約的実施






たケースで、東京地判昭和 51 年 12 月 21 日 (下民集 27 巻 9-12 号 801 頁)
は、旧法 200 条二号の要件を欠くとした。送達条約を含む国際司法共助によ
る場合には、翻訳本を欠く場合には、二号違反になる。
(46) 筆者 (粟津) の経験によると、筆者が受任した「武漢海事法院・海上貨物







廷日は 2009 年 9 月 18 日で、被告が大阪で書類を受領した 8か月後になって
いた。











南京市玄武区人民法院は 2006 年 8 月 23 日に請求認容 (総額 160万元) の







法制日報 2009 年 1 月 22 日、Baidu百科《李秀英》、Cnhan 新聞中心 2005. 1.
22 によるとこの事件は、李秀英が展転社と著者・松村俊夫を被告として
1999 年 9 月 17 日に東京地裁に名誉棄損による賠償 1200万円等の請求を求
めて提訴し、2002 年 5 月 10 日同地裁は賠償 150万円を認容し、控訴、上告
のち、2005 年 1 月 20 日上告棄却で判決は確定した。
(48) 例えば、「2000 年度日弁連・会員名簿」によると、「外国特別会員」(いわ
ゆる“外弁”) として東京三会に 5 名、大阪に 1 名、京都に 1 名の中国人律
師が弁護士会に登録しており、さらに大都市の渉外法律事務所には中国人律
師が常駐しているので、中国での訴訟に備えて日本で中国人弁護士を探し訴
















(49) 菊井維大『強制執行法 (総論)』有斐閣 1976 年 59 頁、前掲・菊井・村松
『全訂〔Ⅰ〕』1138 頁は、公序良俗を判決の内容だけに限定している。





(52) 最高人民法院 http : //www.court.gov.cn、
中国法院網 http : //www.chinacourt.org/index.shtml、







有斐閣 1996 年 71 頁)。
(55) 前掲・李旺 78 頁。人民法院が外国法を調査収集する方法として、最高法




に提出させる 5 中外の法律専門家に提出させる」と規定する。同院 1988. 4.
2《関于貫徹執行民法通則若干問題的意見 (試行)》法 (辦) 發[1988]6 号。





(56) 劉学在《論執行時効制度之理解誤区及其矯正》北方法学 2014 年第 4期 84
頁以下。中国民事訴訟法 234 条には、強制執行の申請期間、執行時効、訴訟
時効という三つの用語が使用されている。訴訟時効については、最高人民法
院 2008. 8. 21《関于審理民事案件適用訴訟時効制度若干問題的規定》法釈
[2008]11 号、執行時効については、同院 2008. 11. 3《関于適用民事訴訟法執
行程序若干問題的解釈》法釈[2008]13 号に詳細な規定がある。
(57) 東京地裁における「債務不存在確認の訴え」と「反訴請求」についての年
月日は、Wikipediaや百度百科などのネット記事によった (注 (45) 参照)。
債権の時効消滅、相殺などは本件のような執行判決請求の訴えで被告の抗
弁事由になるかは争いがある。通説は抗弁説で、前掲・青山善充 427 頁、前




民事訴訟法講座 7』日本評論社 1982 年 155 頁。東地判昭 40. 10. 13 下民集 16
巻 10 号 156 頁は、抗弁として許されるとする。
120 (393)
5 おわりに
本判決は、1) 中国判決の日本における執行請求を直接判断したもので
あること、2) 中国の司法解釈を“有権解釈”としてとらえたこと、3) 中
国に日本判決を承認しない有権解釈が存在する場合は、日中の関係条文を
比較検討することなくそれだけで相互保証はないとしたこと、4) 最近中
国で日本企業を被告として戦時強制労働を理由とする損害賠償請求の訴え
が数件提起されており、原告勝訴の場合に日本で強制執行ができないとい
う見通しになること、5) 本判決が東京地裁民事部の判決であることによ
り全国的に影響が大きい、などの点から重要な判例といえる。
今後、中国判決について日本で執行判決請求の訴えが提起された場合、
裁判所としては、民事訴訟法 118 条の一〜三号要件を審査することなく、
四号要件の具備如何だけを先に審理し、資料 C の「司法解釈」が変更さ
れていないかを原告をして調査させ、その結果変更されていないと認定で
きれば、ただちに結審して請求棄却ができる。
最高人民法院が、この司法解釈を変更することができるかどうか、私見
は変更することができるし、変更する方が、好ましいと考える。
そして抜本的には、日本と中国は判決の承認執行に関する二国間協定を
締結する途が好ましい。現に中国は、フランス、イタリア、ドイツなどと
二国間協定を締結している。
本判決全文が、下級審民亊判決集、判例時報、判例タイムズ等で公刊さ
れ、大いに議論されることを望むものである。
121(392)
